
Abstract

Sustainability is one of the most active research issues today. As public awareness of environ-

mental protection has risen, environmental education has become increasingly important. The

United Nations has started its Decade of Education for Sustainable Development (ESD), and

UNESCO suggests interdisciplinary approaches to ESD because the existing discipline is not

sufficient to meet the needs of the real world.

However, "ESD studies" are ambiguous because the term sustainable development, although

widely used, is not clearly defined. This article focuses on the social aspect of sustainability.

Specifically, the concept of social capital is used to analyze the connectedness among entities,

based on the assumption that the essential of ESD studies is not simply a collection of overlap-

ping areas of study such as environmental and gender education, but rather, requires a more

comprehensive perception for study restructuring the nature of education, formal as well as in-

formal, in society.

The article first reviews discussions of social capital. It covers the forms of capital, relationship

with human capital, networks, trust and norms, and disadvantages. The concept of social capi-

tal is applied, as a wider outcome of educational/learning activities, to ESD in recent Japanese

contexts. The loss of social connection is exemplified and the balance between social, human,

and economic capital is explained as important. Among the main points discussed are

empowerment of local actors by governmental initiatives and network building between

schools and the community as social capital study. ESD studies can be more meaningful if the

outcomes of these social interactions are considered in education research.

はじめに－持続可能な発展のための教育１－

今日､ 持続可能性は横断的な科学として認識され (Kates et al. 1997：641-2)､ 多方面で最も扱

われるようになったトピックの一つである｡ 同時に､ ｢持続可能な発展という言葉は誰もが好んで

使うが､ それが何を意味するかということになると確信を持てる者は少ない (Daly 1996：1)｣ の

も事実である｡ 日本において経済分野でも近年の景気回復をふまえ､ いかに経済成長を持続させる

かが議論され､ 政治的にも京都議定書のこともあり環境問題が取り上げられるようになった｡ また､

教育ではそれを直接扱う環境教育がこれまで以上に重要とされている｡
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確かに地球の自然環境は危機的にあるという一般認識が強くなったものの､ 環境問題に加えて､

今日では社会的な課題も含め､ 包括的に扱う必要性が高まっているのが国際的な潮流である｡ その

取り組みの一つが､ 2002年に日本政府が提案し国際連合で2005年からの10年 (UN Decade) が決

定された持続可能な発展のための教育 (Education for Sustainable Development：ESD) である｡

ESD の枠組みについては当初から幅広い議論がなされており､ 特にリード・エージェンシーの

UNESCO (2002) は自然､ 経済､ 社会､ 政治参加の観点から取り組みの重要性を述べ､ さらに従

来の教育の４本の柱に加えて､ ５つ目の柱として社会を変革することを学ぶ側面を改めて強調し､

教育と社会の関係について焦点を与えている２｡ しかしながら､ 現在行われている ESD 研究にお

いて何が本質的なものであるかは曖昧なままである｡

そうした中､ 包括的な ESD 研究の一つに､ 社会の中で持続 (支持
サステイン

) するに値する､ または値す

るものは何かについて考えさせてくれる事例を中心にフィールド調査を行った ｢持続可能な開発の

ための教育研究会３｣ の成果がある｡ この研究会では､ 社会における持続可能なものの中に学びが

あるという前提で､ 持続可能に値するものを判断する基準の一つして ｢つながり｣ を扱った｡ ｢つ

ながり｣ には､ 人と人の間におけるつながりの他､ 家族や先祖との､ 共同体や地域社会での､ 人類

が連綿と築いてきた文化との､ 人類の英知を超えた大いなる自然や神､ 宇宙とのつながりが含まれ

るとした｡ それは次のような課題意識があったからである｡ すなわち､

｢国際機関や NPO､ 高等教育機関などによる ESD を冠にしたセミナーやワークショップ､ シンポジウ

ムの数はおびただしい｡ ・・・ESD に対するもっとも一般的な批判は､ 多様性を重んじるがゆえの曖昧

性に起因している｡ ・・・環境教育や開発教育のみならず､ 人権教育､ 異文化理解教育､ 平和教育､ ジェ

ンダー教育､ 福祉教育など数多くの教育分野が含まれ・・・多領域をその傘下におく ESD の包括性は諸

刃の剣なのである｡ 社会全体の大きな改革もしくは意識変容につながる可能性を秘めている一方で､ と

もすれば 『何でもあり』 な性格が前面に出てしまい､ 何のインパクトももたらさなくなる｡ ・・・いか

なる事例であろうと､ 環境や開発問題などを扱うかぎりにおいて ESD という冠がいともたやすく付せら

れてしまう｣ (持続可能な開発のための教育研究会 2007：序)｡

イギリスの社会学者 Giddens も､ 曖昧な ｢エコ (greenness)｣ 概念を避け､ 環境に関する意識

を変えるべきだとする｡ それは､ 人々の日常生活上の決定と直接関係するように福祉政策や市民性

をより広い枠組みの中で統合するものでなくてはならず､ 福祉や社会的責任という他の分野を定め

る権利や義務をより混ぜ合わせたものである｡ そしてまた自分と他人の利益を連結させながらであ

る (Giddens 2007：155) と指摘するとおり､ 現代的な課題を扱う場合の教育研究は､ 従来の研究

枠組みだけでは十分でないといえよう｡

ESD 研究は､ 単に環境教育やジェンダー教育などの従来の教育研究を重ね合わせただけのもの

ではなく､ より包括的な視点が求められる教育研究である｡ これをふまえた上で､ 本稿ではあらゆ

る ｢つながり｣ のうち人間社会におけるつながりに関する研究について深化させることを目的とす

る｡ それは､ 関心の集まりがちな環境問題と同様､ 人間社会においても持続不可能を思わせる状況

が後述の通り指摘できるからであり､ ESD の言説には必ず出てくる国連や開発などの用語によっ

て海外の動向に過ぎず､ ともすると途上国支援のための教育だけと誤解を招く可能性があるためで､

そして日本における教育の成果は学校教育に限らず社会の中で生じるものも含まれ､ 研究対象とし

て扱われるべきであるからである｡ 以下では､ 社会関係資本に関する先行研究をまとめ､ 社会関係
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資本の ESD 研究に対する応用について論ずる｡

１. 社会関係資本とは

社会関係資本に関する研究では､ 大まかに､ 市民活動への参加といった地域社会や国家などとの

関連性を扱う構造的な側面と､ 信頼や規範などといった文化的な側面が扱われる｡ 古くは Dewey

が ｢The School and Society (学校と社会)｣ の中で､ 子どもの心的発達に関連して､ 3R's あるい

は教科は社会が過去に発展させてきた道具であり ｢個人の限られた経験の可能な範囲を越えて横た

わる社会関係資本の財に子どもを解き放つ鍵である (Dewey 1900：111)｣ とし､ 社会関係資本と

いう用語で､ 個人の能力を越えた､ 社会の何らかの蓄積について示唆していた｡

個人の持つ社会関係資本について､ フランスの社会学者 Bourdieu は ｢相互に知っている､ ある

いは認識している多かれ少なかれ制度化された関係の永続的ネットワークの所有､ つまりある集団

の成員であることと関係する実際のあるいは潜在的資源の集合 (Bourdieu 1986：248)｣ とし､ ネッ

トワークが知識や態度などの伝達を通じて､ 諸個人の教育機会や雇用機会を左右する資本として作

用し､ 社会的階層を強化することを指摘した｡ その後､ 米国の政治学者 Putnam による ｢Making

Democracy Work (邦題：哲学する民主主義)｣ と ｢Bowling Alone (邦題：孤独なボーリング)｣

によって社会・集団における社会関係資本が扱われ､ Coleman による教育 (人的資本) に関連し

た議論により､ 1990年代後半から社会関係資本の概念が多くの研究者の関心を集めることになった｡

石田 (2004) は社会関係資本研究の潮流を､ ①特定の個人・組織が､ 他の人・組織と取り結ぶ関

係 (ネットワーク) に着目し､ それらがその個人・組織にもたらす利益を検討するものと､ ②特定

の社会・組織の成員間の関係 (内部関係) が､ その社会・組織および成員にもたらす利益について

検討するものに大別できるとし､ いずれの研究も社会関係 (ネットワーク) が特定の個人・集団に

利益をもたらすという共通の視点を持ち､ 研究はその社会関係の追究にあるとする｡ ただし､ 前者

では諸個人や自組織に対する社会関係の生み出す利益についてのややミクロな研究であるため個人

の利益が集団の利益と反することもある｡ 後者は集団・社会全体に利益をもたらす社会関係の創出

に焦点を当てており､ 一人一人の利益が確保されることは重視されていないと言える｡

� 社会関係資本論における議論

地域社会と国家レベル

社会関係資本議論の火付け役とも言える Putnam (1993) は､ イタリアにおいて1970年代以降の

地方分権化の後､ 州政府の制度パフォーマンスに差が出てきたことに着目し､ その要因を比較分析

した｡ その結果､ 北部の州では人々は互いを信頼し､ 協力し､ 地域社会の活動も活発で連帯感も強

く､ そのため制度がよりうまく機能しており､ これは社会関係資本の蓄積が高いことによるとした｡

そこでは社会関係資本の定義を ｢協調された人々の諸行動を活発にすることにより社会の効率性を

改善できる､ 信頼､ 規範､ ネットワークといった社会組織の特徴 (Putnam 1993：167)｣ として

いる｡ Putnam は社会関係資本を､ 結合型 (Bonding) と橋渡し型 (Bridging) に分類し､ 前者

は共有する枠組みの中における紐帯・連帯感を意味し､ 後者は異なる集団間での協力であることを

示唆した｡ 他の文献では､ これらの型に加えて､ リンク型 (Linking) が扱われることもある｡ リ

ンク型は異なった階層にある権力や社会的地位間の結びつきを意味するが､ 橋渡しとの差は明確で

はない｡ Woolcock (2000) はリンク型によって､ 個人と地域の集団が､ その場の地域を越えた公

つながりから見る ESD 研究
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的機関からの資源､ 考え､ 情報を利用することを可能にするとした｡

また Putnam (2000) は､ 米国における社会関係資本の衰退を生活時間調査など多様なデータを

用いて指標化もした｡ 政治参加､ 市民・宗教団体の数と参加､ 社交の場への参加が減少した原因を､

世代別による価値観の変容､ TV の影響､ ワークスタイルの変化 (時間と金銭的余裕)､ 地理的移

動・流動の増加 (時間的余裕の減少) としてまとめた｡ この指標が高いほど､ 殺人事件の発生率が

低く､ 子どもの状態は良く､ 成績も高く､ TV をより見ないことを示した｡

家庭・地域社会の社会関係資本と人的資本の関係

米国の社会学者 Coleman は､ ｢社会関係資本は､ 家庭関係および地域社会の社会的組織の中に

おいて生来備わっており､ 子どもまたは若者の認知的あるいは社会的な発達に役立つ資源の集合で

ある (Coleman 1994：300)｣ とし､ 義務と期待による信頼を伴う関係性の制御を取り上げ､ 公共

財としての社会関係資本の位置づけを記した｡

実証研究として Coleman (1988；1990) は､ カトリック系の学校に通う子どもや片親ではない

家庭の子どもの退学が少ないのは､ 家庭における社会関係資本が大きいためであると論じ､ 社会関

係資本を次のように機能によって定義した｡ ｢社会関係資本は､ その機能によって定義される｡ 単

一の実体ではなく､ 通常は２つの要素をもった多様な異なる実体である｡ そうした実体は､ すべて

社会構造の何らかの側面から構成され､ 個人であれ法人的行為者であれ､ その構造の範囲内で､ 何

らかの行為を促進する｡ 他の形態の資本と同じように､ 社会的資本は生産的であり､ それなしでは

不可能であろう目的を達成することができる (Coleman 1988：S98)｣｡ ここの２つの要素とは､ 社

会構造の一側面で､ 行為者の行為を促進するということ､ 他の資本と同様に何らかの目的のために

利用されるということである｡

だがこうした機能による定義は必然的にその肯定的な側面のみを取り出すことになるので､ 否定

的な側面を捉えていないと Portes (1998) に批判された｡ また､ 辻村は､ コールマンが社会関係

資本の諸形態 (期待・義務・信用､ 情報チャネル､ 規範の効果的な拘束力) と､ その社会関係資本

を促進する構造 (ネットワーク構造の閉鎖性､ 転用可能な社会組織) を論じているとし､ 社会関係

資本とそれを促進する構造を分離できていないと批判する (辻村 2005：365)｡ 説明に使われてい

る学習サークルの構造は転用可能な社会組織の結果でもあり､ 政治システムへの抵抗を生み出す原

因でもあるという連鎖的なものになり､ 明確には構造と規範が分離できないためである｡

さらに Field らは Coleman の人的資本と社会関係資本の関係について､ ①社会的階層を支え再

生産が生じる､ つまり逆説的に社会関係資本が不平等を改善する可能性を軽視している､ ②親族に

着目しすぎて個人を縛る二次的な接続に注意が不十分である､ ③ジェンダーや能力的な障害といっ

た不平等の具体的な形態が抜け落ちている､ の３点を批判している (Field, Schuller & Baron 2000

：245-9)｡ しかしながら Coleman の功績は大きく､ これらの批判も教育と社会関係資本の関連の

深さを示すと同時に研究の余地が広いことを意味する｡

ネットワークとしての社会関係資本

ネットワーク理論を分析する Granovetter は､ 結合型である紐帯 (tie) と橋渡し (bridging)

の議論に関連して､ 強い紐帯 (strong tie) が橋渡しとなるのは､ その社会的ネットワーク以外に

ない場合においてのみであり､ 他方､ 弱い紐帯 (weak tie) は自動的に橋渡しになるわけではない

が､ すべての橋渡しは弱い紐帯であるとして､ その優位性を論じた｡ ｢強い紐帯は､ 局部的に結束

力を生み出すものの､ 全体的な断片化を引き起こす (Granovetter 1973：1378)｣ ためである｡ 橋

渡しをする弱い紐帯の観点は､ Coleman と Putnam が相反する点でもある｡ ｢Coleman は密度の

222



濃い社会的結合 (bonds) が重要であるが､ Putnam はイタリアの研究から広い協力を助長する社

会的な裂け目を横断するような市民参画の水平なネットワークが重要であるとしている

(McClenaghan 2000：573)｣｡

また､ Burt は､ 社会関係資本の偶発的な機能に着目しネットワーク分析をもとに論じた｡ その

論考によると､ 紐帯の強弱ではなく､ 組織が機能するには橋渡しをするための ｢構造的すきま

(structural holes)｣ が必要で､ 特にピアの少ない経営者には有効であると指摘した｡ ｢偶発的な機

能は､ 社会関係資本の価値について２つのことを語る２つの特徴を持つ｡ 一つは社会関係資本の価

値は､ 同じ仕事をする者の数が増えると下がる｡ 第２に､ ピアが社会関係資本の価値を蝕む比率は､

社会関係資本が最も価値ある際に最大となる (Burt 1997：356-7)｡｣ Coleman が深い関係性の強

味を指摘していた一方で､ Burt は断絶された希薄なネットワークにおいてこそ構造的なすきまが

できるゆえに､ 拡散的で開放的になる社会関係のメリットを指摘する｡

Lin (2001) は､ 社会的地位の上昇に関する研究の中で､ 社会関係資本に関する不平等を扱い､

資本に関する不利 (capital deficit) と収益に関する不利 (return deficit) という概念を使いた｡

前者は､ 投資のされ方や機会の与えられ方によって､ ある集団の持つ資本が､ 別の集団に比較して

少なくなることを意味する｡ 後者では最初に同じ一定の社会関係資本を持っていても､ 地位達成の

過程における組織上の位置や職業上の威信や収入などの点で､ 結果的に受け取る収益に差が生じる｡

原因として､ 本人の認知上の困難やためらい､ 本人と組織を結ぶ媒介者 (agent) の努力の違い､

動員された資本に対する労働市場・組織・制度自体の反応の違いを挙げる｡ この研究は中国系の者

も対象に､ 例えば遠慮することが能力発揮できない原因であるなど､ アジア的な規範を扱っていた

ため､ 日本の文化的背景と重なる部分が示唆的である｡

規範と信頼

Fukuyama は社会関係資本を ｢２名あるいはそれ以上の個人の間における協力を促進させるイ

ンフォーマルな例示化された規範 (Fukuyama 2001：7)｣ と定義し､ 信頼やネットワーク､ 市民

社会などは付帯現象であるとした｡ すなわち､ 彼は規範こそが社会関係資本そのものであるとした｡

｢それは実際のところ､ 部族や一族､ 村の寄り合い､ 宗教的派閥は共有された規範の上で成立し､

協同的な結果を達成するために規範を利用するのである (Fukuyama 2001：9)｣｡ 社会関係資本を

具現化するすべての集団は､ 一定の信頼範囲､ つまり規範によって協力的である人々のサークルが

作られるとした｡

信頼について､ Putnam は個人の経験や関係で成立している信頼は厚い信頼 (thick trust) で､

一般的な社会に対するものを薄い信頼 (thin trust) とした｡ 後者は前者よりも有益で､ それは信

頼の範囲 (radius of trust) を広げるからである｡ 他の見知らぬ市民を信用する人は､ よりボラン

ティアや社会活動に従事し､ 寛容性に富む (Putnam 2000：136-137) ため､ 即時的な見返りを期

待せずとも信頼して社会に貢献することができるのである｡

心理学者の山岸は､ 能力に対する期待による信頼 (パイロットが飛行機を操縦できる能力をもっ

ていることに対する信頼) と意図に対する期待による信頼 (部下が頼まれた仕事をやろうとする意

図を持っていることに対する信頼) を区別する必要があるとする｡ 彼は後者の意図に対する期待に

よる信頼を取り上げ､ その信頼が高い者は他人の信頼性をより見極めることができるとしている

(山岸 1999：12-15)｡ 能力と意図を区別することは､ 今日の教育課題が能力へ偏重しがちである

ことからも､ ミクロレベルにおける教育と社会関係資本の議論に重要である｡

つながりから見る ESD 研究
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� 社会関係資本の負の側面

社会関係資本の議論では､ それを蓄積する社会と成員によって利益をもたらす点ばかりが強調さ

れがちであるが､ 負の側面も指摘されている｡ 例えば､ 排他性に関する問題､ 個人の能力以上の影

響､ そして測定の困難さが挙げられる｡

排他性

ある集団の規範や期待によって強化される結合型の社会関係資本である紐帯は､ 集団外の成員や

外集団に対する排他的な態度を生むことがある｡ 例えば近年､ 欧州で広がるイスラームへの不信あ

るいはムスリム移民と共存することに対する不安は､ ホスト国の市民を結束させることになると同

時に､ そうした態度に対抗することを目的にムスリム側でも結束力を高める動機となる｡ Putnam

(2000) はこうした傾向を結合型の社会関係資本による負の側面として捉えおり､ 水平で横断的な

ネットワークである市民の参画が重要であるとする｡ 世界銀行の専門家 Narayan も､ 市民の参画

とは､ 民族､ ジェンダー､ 階層､ 宗派､ 地理などを横断している (crossing) 紐帯であるとした

(Narayan 1999：13-18)｡

Portes は､ 部外者の排他 (exclusion of outsider)､ 他の成員の足を引っ張ること (excess

claims on group members)､ 個人の自由に対する社会的圧力 (restriction on individual freedo-

m)､ 他者を見下す規範 (downward leveling norms) という､ 結合型である紐帯の中において､

少なくとも４つの負の側面があることを指摘する (Portes 1998：15)｡

社会関係資本を信頼として捉えた Fukuyama (2001) は､ 信頼の高い社会における企業の生産

性が経済に貢献していることを論じた｡ その中で､ 日本は信頼が高く､ そのため機会費用が小さく

て済む分､ 経済の生産性は高いとしている｡ しかしながら､ この分析は家族としての会社として諸

外国で注目された従来の日本の企業のあり方が議論のもとになっているため､ 必ずしも今日的では

ない｡ さらに､ 強い紐帯による日本人の持つ排他性は､ 人類学者の中根 (1967) が記すとおり､ 文

化的に ｢ウチ｣ と ｢ソト｣ を分ける特徴からも説明できよう｡

個人の能力を越えた資本

社会関係資本が社会の問題をすべて解決する万能薬のように使われる危険もある｡ Portes は､

｢資源そのものを､ 異なる社会構造での､ ある集団に所属していることによる長所によって資源を

得ることのできる能力から区別することは重要である｡ これは Bourdieu では明確であったが

Coleman では不透明である (Portes 1998：5)｣ とし､ 例えば､ 学生 A が身内から多額のローンを

得ることができ､ 学生 B の身内に余裕がない場合､ 学生 B の能力が欠けているわけではなく､ 手

段に欠けていることを例示する｡ これは社会関係資本の源泉が個人そのものに左右されるわけでは

なく (人的資本との最大の相違点である)､ 他者との関係性から得られる利益に加えて､ 関係の有

無そのものがその個人にとっての利益になるためである｡

また､ Putnam の議論についても堂々巡りが展開される点に Portes は批判的だ｡ 個人よりも地

域社会と国家の財産としての社会関係資本には原因と結果の両方が同時に生じるため､ 経済発展や

犯罪の減少といった良い結果が､ 社会関係資本の存在をも推察させることになるとする｡ 例えば､

うまく機能している都市は高い社会関係資本を持ち､ 他方うまくいかない都市はそれが不足してい

ると捉えられる (Portes 1998：19)｡ このように社会関係資本が曖昧であることにより､ 測定する

ことの困難を意味する｡

曖昧さによる測定の困難

他の研究と同様に､ 方法論上､ 社会関係資本研究にも測定の限界が存在する｡ Portes は､ 次の
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ように述べる｡

｢社会関係資本の分析者は､ 特定の論理的な原因を観察しなくてはならない｡ まず､ 理論的にも実証的

にも概念の定義を､ 主張された結果から分離させること｡ 次に､ 方向性に対してある程度の制御を設置

すること｡ それによって社会関係資本の存在が､ 生じることが期待される成果の前に示される｡ 第３に､

社会関係資本とそれによって期待される結果の両者の説明ができる他の要因の存在を制御すること｡ そ

して第４に､ 系統だった方法で地域社会の社会関係資本の歴史的な源を捉えること｣ (Portes 1998：20-

21)｡

要するに､ 何でも社会関係資本という概念で説明してしまおうという曖昧さとそれによる測定の

困難に対して､ 彼はより慎重に測定するために整理・制御を行い､ 地域社会の文脈を捉える重要性

を指摘している｡ このことからも､ 社会関係資本の測定には公的な指標が使われがちであるが､ イ

ンフォーマルな側面も重要であることがうかがえる｡

先の Putnam のイタリアの研究では地域のクラブや協会の密度､ 新聞購読数､ 投票率などを用

いたが､ 米国の研究では大きく３つの米国の州ごと４の国民調査データを元に社会関係資本指標

(Social Capital Index) として14項目を合成して測定した｡ その社会関係資本指標の項目には､ 地

域社会の組織的生活 (市民団体数など)､ 公的行事への参加 (大統領選挙への投票率など)､ 地域社

会ボランティア (地域社会事業に従事した回数など)､ インフォーマルな付き合い (自宅で人をも

てなした平均回数など)､ 社会的信頼 (｢ほとんどの人を信頼できる｣ に同意など) が含まれている｡

このように社会関係資本の経年変化を公式情報によって測定する研究も少なくない｡

Fukuyama は社会関係資本の最大の欠点は､ それを測定する共通の方法が存在しないことであ

り､ これまで少なくとも国勢調査に頼るか､ 信頼と市民の参画についての調査という､ 大きく２つ

の方法しかない (Fukuyama 2001：12) とし､ 近年の通信技術の発展によって人間関係のあり方

が変化していることから測定がより困難になっていると述べる｡ その上で､ 社会関係資本の減少を

減り続ける伝統的な市民参加で実証することは困難だと Putnam を批判し､ むしろ犯罪率の上昇

の社会悪が増加していることでその減少を説明した｡

Field らは人的資本が直線的なモデルであることに対して､ 社会関係資本は相互作用的で循環型

がより強いため､ 明白で測定可能な見返りをはっきりと直接に伴うことは少なく､ ｢確かに社会関

係資本の見返りは全く測定することができないかもしれない (Field, Shculler & Baron 2000：

252)｣ とする｡ 特に彼らは､ 政策策定や予算配分といった面で課題となることを指摘し､ Coleman

と同様に社会関係資本の人的資本に対する貢献について焦点を当てることで､ より明示的に扱おう

とする｡

� 日本国内における社会関係資本論の教育への議論

2000年を前後に国内でも社会関係資本の概念が盛んに使われるようになり､ 教育と関連づけ､ 社

会関係資本概念に着目した西井 (2001) は､ 日系ブラジル人児童に対する教育支援は適切な規範と

信頼にもとづく協力関係が存在する環境の中で行われるべきで､ そうした環境で学習する過程を通

して児童自身が規範と信頼を自分の文化として統合していくという文化的アイデンティティを形成

させるべきであると指摘している｡ 渋谷 (2005) も社会関係資本から見た生涯学習のインパクト､

特にインフォーマルな側面の制度への影響について記し､ 地域開発と幅広い学習について社会関係

つながりから見る ESD 研究
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資本の有用性を示唆している｡ 山田は､ 社会関係資本という用語は使っていないが､ 門脇 (1999)

の提唱する ｢社会力｣ 概念を用いて学校教育と家庭環境をみることで子どもの社会化の測定を試み

ている｡ 再生産論のように､ 社会経済上の地位が相対的に低いほど社会的に孤立し､ 分断される傾

向があると示唆した (山田 2006：88)｡ さらに､ 学年が上昇するにつれ､ 勉強が得意な者ほど､

共感・互助志向が低くなることも指摘している｡ 平塚は､ ポスト近代型能力の獲得が平等に保障さ

れているかどうかという前提に､ 若者の移行期における社会関係資本の関連性の拡大について着目

し､ 同時進行的な不平等・格差拡大の課題を整理している｡ ｢近年生まれているのは､ 社会関係資

本が経済資本・文化資本の従属変数化しつつある状況である (平塚 2006：74)｣ とし､ 自主的な

市民活動に参加できる階層と､ 参加しづらい階層の間で社会関係資本をめぐる格差が急速に広がる

危険性を指摘している｡ そしてポスト近代型能力が求められる時代においては､ 学校だけでなく学

習者の生活環境も学習環境になり､ それらの環境条件の平等化が重要であるとする｡

北海道知事政策部は､ 地域活性に関する全国の事例調査を行い､ インフラなどの側面が注目され

がちな地域開発ではなく地域が主体的に課題へ対応する力を開発すべきと提言している｡ 醸成すべ

き社会関係資本を状態とし､ それを基盤に地域自らが課題を解決する能力として ｢地域力｣ を引き

出すという立場を取っている (北海道知事政策部 2006：14)｡ また社会関係資本が豊かであれば

自動的に ｢地域力｣ が形成されるわけではないことも記されている｡ 報告書では､ 行政との協同に

関する記述､ すなわちリンク型の社会関係資本が多い｡ しかし学校との連携について､ 防災や治安

に関する避難所として､ あるいは地域の活動のために空教室や廃校を活用するという､ 主にハード

ウェアとしての位置づけに留まっており､ 学校の先生を､ 子どもをより理解する地域のキーパーソ

ンとして位置づけるなどの､ より踏み込んだ提言にまでは至っていない｡ これは一般的に言われる

ような学校の閉鎖性とも関連しているとも思われる｡

２. 社会関係資本の ESD研究に対する応用

社会関係資本は学校に限らず社会の中で培われるもので､ 相互作用的である｡ つながりの形態と

して結合型か橋渡し型に大別され､ 焦点となる関係性・ネットワークをどの水準で捉えるか､ 測定

のためには公式・非公式情報､ 特に急速に発展するネット社会における情報の流れも射程に入れる

必要がある｡ 社会関係資本は､ 成員である個人とその所属する集団にとっての利益を生むだけでな

く､ 時に直接には関係しない者や集団に対しても利益をもたらす (主に橋渡し型)｡ だが他方で､

成員と所属集団の利益のため､ 集団に所属していない者に対して不利益をもたらす側面もある (主

に結合型)｡ そしてその源泉に着目するのか､ 結果に着目するのかによって､ 社会関係資本の定義

と測定手段は異なる｡ 規範や信頼は公教育で効率的に生産され､ 日本における生涯学習の範疇であ

る社会生活やレジャーなどから結果として得るインフォーマルな学びの成果としても､ 個人と集団

の中に蓄積される｡

ESD 研究への応用にあたり､ 学校教育との関係で重要になるのが､ このインフォーマルな学び

で得られるものを日本の社会における教育成果であると考える視点である｡ 例えば､ Maruyama

(2008a) が取り上げた事例の中で示されるとおり､ 公民館で学生が地域社会のファシリテーター

となることで学び､ 何かを得ることは､ 学校における学習のみが教育の成果ではないことを意味す

る｡ これは､ 近年の公教育－ノンフォーマル教育－インフォーマル学習の境界は曖昧で､ 連続した

軸の上にそれぞれの教育と学びの活動が位置づけられ､ 時と場合によってその軸上で移動する
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(Rogers 2004：251-63) ためである｡

本稿は ESD 研究を包括的な視点をもって取り組むべきだという立場をとり､ ｢エコ｣ 運動とそ

の教育だけでなく､ ESD が社会と教育のあり方をとらえ直すきっかけとなりうると考えるため､

社会における持続＜不＞可能性を広義の教育で解決しようとする方向性を持つ教育が ESD の本質

ととらえる｡ 社会が持続可能であるためには､ 社会的つながりが最も重要な概念の一つであり､ そ

れはすなわち､ 学校教育を含み社会の中で生じる生涯学習と位置づけられる広義の教育の中で蓄積

される社会関係資本のことである｡ そして社会関係資本を蓄積する社会が､ つながりに関する課題

を解決し､ 自らを持続可能にすると考えられる｡

� つながりの喪失と社会問題としての教育

社会的なつながりは､ 近年､ 取り上げられる機会が増えている課題の一つとなった｡ 2007年６月

に内閣府から発表された国民生活白書 ｢つながりが築く豊かな国民生活｣ では､ 現代における家族､

地域､ 職場の物理的・時間的・精神的な各側面のつながりが希薄化し､ それによって国民生活が十

分満足できないものとなっていると指摘している｡ そして､ つながりを再構築していくには､ つな

がりを持つ上での制限をなくすこと､ 家族､ 地域､ 職場それぞれが工夫をすることが重要であると

した (内閣府 2007：202)｡ フリーターは200万人､ ニートは60万人を越える今日､ ｢ワーキングプ

ア｣ や特定住所を持てずインターネットカフェで寝泊まりする ｢ネットカフェ難民｣ に関する報道

や調査などで日雇いの職しかない若者の過酷な暮らしぶり､ 自己責任の名のもとに企業などが若者

を使い捨て､ 切り捨てる傾向が紹介されるようになった５｡

子どもと若い世代を取り巻く環境として特徴的なのは､ 少子化と地域での子育ての課題､ 子ども

を狙った犯罪､ 子どもによる犯罪､ 自殺､ いじめといったこれまで確認されている問題の他､ 情報

通信技術の発展による人間関係の質的な変化によって孤立感を高めるといった目に見えにくい課題

である｡ 仮想世界の匿名性や流動性は､ 立ち寄るだけ､ すぐに出て行く関係性を助長する｡ そのよ

うな世界の入口と出口が簡単すぎると､ 責任､ 信頼､ 相互扶助などは発展しない (Putman 2000：

177) と指摘されるように､ 他人との関わり合いが一層希薄になる｡ また､ 門脇 (2003) は､ 子ど

もという分類を40代の保護者まで拡大し､ 世代間の接触が希薄になったことによる社会的課題が高

度成長期以降に増加していることを指摘する｡

学校教育に関して､ その成果に対する過剰な期待によって､ 山岸が記す信頼 (社会関係資本) の

うち､ 能力に対する期待の偏りが生まれ､ 他人の信頼性を見極めることができる意図に対する信頼

が軽視されがちな教育環境となり､ それを経た者が増えると Putnam が示唆するように全体的に

社会への信頼が減少する｡ それゆえに､ 報道が続く学力低下､ 学習意欲の低さ､ 低年齢化する受験

競争､ 教育の質に問題があると公立学校を避ける保護者の増加などを背景に､ 国際的な学力調査で

順位を上げることを目的に教育内容を改善しても､ 偏りは改善されない｡ さらに過度な競争では､

Portes が示したように個人の能力水準が同じでも属する集団 (社会) の持つ資源が公平でない場

合､ 個人の努力への見返りにも差が生じるため､ 再生産状態を作り出すことになる｡

� 社会関係資本､ 人的資本､ 経済的資本のバランス

教育・学習は個人における人的資本の蓄積を高め､ 学校はそれを制度化したものである｡ これま

でのシステムでは､ 高めた人的資本を根拠に進学､ 就職そして収入 (個人レベルの経済的資本) が

蓄積された｡ 再生産論の観点からすると､ ある個人は､ 構造的にその２つの資本を蓄えることので

つながりから見る ESD 研究
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きた身内の持つ交流などを経て文化資本 (あるいは社会関係資本) を受け継ぎ､ ２つの資本を有利

に蓄えてきたわけだが､ 日本の強みは教育により社会流動性を比較的広く確保したことであった｡

しかし集団として経済発展が重視され続け､ 効率性を求める人的資本への投資がさらに強まり､

社会における持続＜不＞可能性がつながりの喪失として顕在化するようになってきている現在､ 持

続的な社会発展のためには経済的､ 人的､ 社会的なそれぞれの資本をバランスよく蓄えることが重

要である｡ Maruyama (2008b) は震災後の復興運動をきっかけとしたトルコの地域開発とその持

続性について分析し､ 地域における暗黙知の伝達など学校外の学習においても社会関係資本が蓄え

られることを論じた上で､ そのことを指摘している｡ 今後､ 右肩上がりの経済発展が大きく望めな

い時代には一層そのバランスが求められ､ 社会関係資本を蓄える社会は持続可能性を持ち､ そこで

生じる広義の教育は ESD であるといえる｡

社会関係資本の強化は､ 社会的な学習プロセスと見なすことができ､ 社会経済的な再活性化､ 開

発､ 変革を目的とした協同的な活動における市民として参画させることによって､ 個人と社会的集

団をエンパワーすることに寄与する (McClenaghan 2000：566) ため､ 学校に限らず､ 多様な学

習の場を確保することは重要である｡ それに伴い､ 学習の成果が数値として示されない場合でも非

公式な関係性 (社会関係資本) が形成される学習プロセスは ESD 研究の対象となりうる｡

� 行政の役割と学校の強み

持続可能性を担うアクターは現地に存在するが､ 社会関係資本の蓄積によって地域と人々のエン

パワーメントを制度化できるのは行政である｡ これは ｢善きにつけ悪しきにつけ､ 我々は公的機関､

つまりは法律によって､ 一般化された相互依存すなわち社会関係資本を通して強化された非公式的

なネットワークを介して我々ができることを達成することになるからである (Putnam 2000：

147)｣｡ 豪州政府および関連団体は社会関係資本を地域社会と教育の発展に寄与する鍵概念の一つ

として捉える (ABS 2002：1-2) といった動きも世界的に増えており､ 北海道のように行政が取り

組む意義は小さくない｡ ただし､ 国家の社会関係資本に対する関与はその蓄積に負の効果をもたら

すものもあり (Fukuyama 2001：17-18)､ 行政の制度化や環境整備が地域における試みを破壊す

ることなく､ 日本の場合､ 特に留意すべきは､ 社会関係資本の形態のうち､ 結束や結合の形態に偏

らないようにする点である｡

また､ 日本の学校は地域の防犯や防災からハード面で位置づけられがちであるが､ それが持つネッ

トワークも重要な役割を持つため､ ESD 研究となる｡ 学校教育によって規範などの社会関係資本

を高めることができることに加えて､ 社会関係資本が循環的で相互作用的であることから､ 社会関

係資本が教育に貢献することも考えられる｡ すなわち､ 教育と社会関係資本の間において相乗効果

が期待できるのである｡ 少子化で統廃合のすすむ学校も設備の開放・活用に加えて､ 子どものこと

を考えるという共通の目的を持つ保護者と教員の間における橋渡し型の連携と信頼を築き､ 子ども

のことをよく知る教員がキーパーソンとなり､ 地域社会との連携がより可能となれば､ 信頼の範囲

やネットワークは拡大し､ 社会関係資本は蓄積されるためである｡

おわりに

本稿では､ 社会関係資本が蓄積される社会が持続可能な社会であるとし､ 社会関係資本とその

ESD 研究への応用について論じてきた｡ ｢社会関係資本に気づくことは､ 発展を理解するために大
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変重要である｡ 社会関係資本を､ 経済政策や施設建設のように公共政策を通じて生み出すことは困

難である｡ ・・・社会関係資本の問題は､ 完全な理性的な理由によって規範を定め､ 服従を期待す

る権威の階層的な源泉によっては生み出されにくいことである (Fukuyama 2001：7)｣ ため､ トッ

プダウンによる公的な取り組みだけでは社会関係資本は蓄積されにくい｡ それは､ ｢インフォーマ

ルな学習を好むことが､ 社会関係資本と強く関連している (Field et al. 2000：254)｣ ことからも

明白である｡

したがって､ 社会が持続可能であるためには､ アクターの主体的な取り組みを教育機関などが教

育・学習の一環として捉え､ 支えること､ 行政が特に異なる集団間のつながりを全体的に支援する

ことが､ それぞれにとって有益であり､ 同時に参加者個人と所属集団が利益を得て､ 社会全体に回っ

て信頼と協力などの利益をもたらす｡ それができる社会では､ 社会関係資本が蓄積され続け､ 持続

可能となる｡ そしてそれを教育の面から扱う研究は､ ESD 研究である｡

社会関係資本研究第一人者の Putnam は ｢半世紀にわたる人生の満足に関連することの研究か

ら得たただ一つの最も共通の知見は､ 米国のみでなく世界中において､ 幸福は､ その人の社会的つ

ながりの幅と深さによって最も予測される (Putnam 2000：332)｣ と記している｡ 現代の日本に

おいて､ 同質的な結束の強化だけでなく､ Burt が示唆するように異なることを行う者の多い方が

社会関係資本は増えるため､ 異なる集団間におけるつながりを再生・再構築していくことは重要な

課題であり､ 公教育からインフォーマル学習を含む生涯学習はその手段として大いに可能性を内包

するものである｡ ESD 研究には､ ｢エコ｣ による自然環境との関わりだけではなく､ 社会的な課題

をより捉える視点が求められている｡
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注

１ “Education for Sustainable Development”は ｢持続可能な開発のための教育｣ と訳されることが多いが､ 社

会における内発的な発展の視点を重視するため､ 本稿では“development”を ｢発展｣ とした｡ 内発的発展論

については､ 鶴見ら (1989；1994；1998；1999) を参照のこと｡ なお､ 文部科学省ユネスコ国内委員会は国内

への普及促進のため2008年２月現在 ｢持続発展教育｣ という訳語もあてている｡

２ 第13回世界比較教育学会でのユネスコ・バンコク事務所長シェルドン・シェーファー氏の基調講演より

(2007年９月６日)｡ ４本の柱とは､ ドロール報告書で提唱された ｢知ることを学ぶ｣､ ｢為すことを学ぶ｣､ ｢他

者とともに生きることを学ぶ｣､ ｢人間として生きることを学ぶ｣ である｡

３ 平成18年度 ｢アジア太平洋地域の持続可能な開発のための教育に関する国際研究集会に向けた企画調査 (科学

研究費補助金基盤研究Ｃ (研究代表者：永田佳之))｣

４ ただしアラスカ州とハワイ州は除外 (Putnam 2000：487)｡

５ 日本テレビ ｢News ZERO｣ (2007/３/７放映)；NHK ｢NHK スペシャル｣ (2007/12/10放映) など｡ ｢難民｣

の数は都市部を中心に約5400人と推計されている (厚生労働省 2007：1-2)｡
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